
 

 

 

令和５年度事業報告（２０２３年度） 

 

自.令和５年４月 １日 

至.令和６年３月３１日 

 

［教育理念］ 

学生一人ひとりを大切にし、愛情を持ってきめ細やかな指導で専門知識、技能の習得及び人間性豊かな人材を 

育成する。 

［基本方針］ 

１）社会の公器として国の発展に貢献する人材育成を目指す。 

２）健全な資産のもと堅実で安定的な学園経営を目指す。 

３）時代の変化を読み、時代のニーズに対応した教育を行う。 

［令和5年度基本計画と具体的内容］ 

１． 教務部 

１） 基本計画 

        ファッション分野への希望者減少の中、希望者の興味に沿ったカリキュラムへの移行準備段階 

とし、入学者の確保と並び、在校生の退学率減少を丁寧に進める。 

２）具体的内容 

（１） 学生満足度の向上、退学防止策 

＜行事の充実＞  

① 学科、学年間の交流を目指し、イベントや合同授業を実施。 

＜学生面談の実施、キャリアサポート＞ 

② 前期、後期開始時の面談に加え、問題がある場合、就職関連など、必要に応じて学生の状況を 

きめ細やかに把握する面談を実施。 

③ 就職活動の動機付けやサポートを、キャリアサポートセンターを中心にさらに充実させる。 

就職希望者就職率を上げるために、就職先探しを全教員が実施。 

（２） 教育内容および、カリキュラムの充実 

① 衣装製作を選択科目に導入。   

② 就職活動での即戦力化を目指し、SNSマーケティングを選択科目、各科1年次に導入し、早期

に情報発信力、分析力を身に着け、活用させた。 

③ 2024年度から選択科目を1年次後期から開始、2年次はさらに拡大するためにカリキュラム構

成の見直を進めている。 

④ 2024 年度入学者からパリ研修旅行は希望者制に移行、これにともないパリへ行かない学生に

も国内イベントを計画し、学生満足度を高める計画を進めている。 

（３）デジタル専門課程、国際情報ビジネス科 

入学者数、在校生数の急激な減少にともない、すべての科目１、2年生合同授業で実施。 

２． 企画部 

１）基本計画 

ファッション専門課程の学生募集施策を再構築し、デジタル専門課程の学生不足分をカバーする。 

  ２）具体的内容 

（１）ファッション専門課程 

① 学費の優位性（リーズナブルさ）を前面に打ち出した広報活動の徹底。          

② メインキャッチコピー及び訴求ポイントの策定（一貫性のある広報活動で入学検討者に対する 

メッセージの統一化と訴求強化を図る） 

メインキャッチコピー 

＊学びを諦めてほしくない、誰一人取り残したくない。 

＊学びやすい学費で、質の高い教育を。 



＊東京で学ぶなら。桜丘 

ファッションカレッジ桜丘が選ばれる３つのポイント 

＊学びやすい学費で、質の高い教育を提供する。みんなの桜丘。 

＊授業から就職活動支援まで誰一人取り残さない。少人数・担任制の桜丘。 

＊学修効率最大化の桜丘。 

③ ICT化推進による情報発信の強化→前年度から取り組み継続。SNS強化。（Instagram）。     

④ 高校生の利便性を第一優先にしたＯＣ開催→前年度から取り組み継続。 

来校時間自由の『個別相談＆見学会』＋『体験実習』を実施。    

⑤ 募集エリアの拡大→前年度から取り組み継続。 

（２）デジタル専門課程 

① 訴求ポイントの再構築とパンフレットの全面刷新。 

『授業内容』『資格』『就職』を軸とした訴求ポイント策定と新パンフレット制作。 

② 校内ガイダンス・会場ガイダンスへの参加強化。 

   （３）定量目標 

① 出願実績  ファッション専門課程…40名（実績52名） 

デジタル専門課程…10名（実績36名） 

２． 事務部 

１） 基本計画 

(１) 中長期計画の運用。 

（２）インボイス制度・電子帳簿保存法の運用実施。 

２） 具体的内容 

（１）中長期計画の運用 

① 収支予算案（5年間） 

現在予算案は、学校会計おいて次年度分を単年で作成・対比しているが、中長期的な予算を組み今 

後の展開を考えていく。学生数や経費の金額を中長期的に数字化することでより具体化した対策を 

早期に立てた。 

② 中長期資金繰り表の運用（5年間） 

       中長期予算案に連動する資金繰り表の作成を実施。飯田橋中央地区再開発にともなう資金計画の必要 

    性も出てくる。資金的な内部留保は中長期における試算を資金繰り表という形で中長期に予想し運用 

    した。 

(２) インボイス制度・電子帳簿保存法の運用実施 

       電子帳簿保存法等の税制改正に対応するために2022年度より紙ベースからデジタル形式による保存 

       形式を実施。今後飯田橋中央再開発にかかるインボイス制度の適用も視野に入れ早期対策と令和6年 

1月からの電子帳簿保存法の全面実施に向けて運用を強化した。 

４．学園本部 

  １）基本計画 

（１）経費マネジメントの為のリストラ策の実施 

（２）改善の見込みがない含み損を抱えた日本株の計画的売却 

（３）飯田橋駅中央地区再開発における1号館の取り壊しの対応を検討 

    ２）具体的内容 

      （１）経費マネジメントの為のリストラ策の実施により、収支が改善した。  

（２）改善の見込みがない含み損を抱えた日本株の計画的売却を実施。   

（３）飯田橋駅中央地区再開発における権利変換交渉で有利な条件を引き出す交渉を継続。 

   

 

以上 


